予算要求資料
平成２６年度当初予算　
支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費　　　
	事業名　ぎふの木の家ブランド化支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　林政部　県産材流通課　県産材需要拡大係　電話番号：058-272-1111（内3013）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　6,000千円（前年度予算額：5,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財産
収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	要求額
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000

	決定額
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・原木供給者⇔製材工場や流通事業者⇔工務店等個々の事業者間では連携に取り組んでいる場合があるが、原木供給者から工務店までの一体となった連携が十分ではない。
・ぎふ性能表示材のより一層の利用拡大を図るためには、工務店の需要に合わせ、欲しいときに欲しい材料が安定した価格で手に入るための、計画的な生産や在庫調整機能等が進む仕組みづくり（川上から川下までの連携）が喫緊の課題である。　
（２）事業内容
　　・地域の原木供給者から工務店に至るまでの関係者が連携し（グループ化）、将来にわたってぎふ性能表示材が安定供給される体制を強化することで、ぎふ性能表示材の利用量増を図ることを目的として、ぎふ性能表示材を利用した木造住宅の建設を進める団体に対し、その利用量に応じて、１㎥あたり５,０００円を助成する。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　・県：1㎥あたり５０００円（ぎふ性能表示材認証経費相当額）を助成
（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	補助金
	6,000
	ぎふ性能表示材利用量１㎥あたり５,０００円を助成。
1,200㎥×5,000円＝6,000千円

	その他
	　  
	

	合計
	6,000
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　・ぎふ性能表示材の利用促進は岐阜県森林づくり基本計画（H24～H28）における「優良県産材供給倍増プロジェクト」に位置づけられている。
（２）国・他県の状況
　　　・国（国土交通省）において「地域型住宅ブランド化支援事業」を実施。
（３）後年度の財政負担
　　　・事業計画期間は３年間（平成２５年度～平成２７年度）
（４）事業主体及びその妥当性
・原木供給者、製材工場、流通事業者、住宅生産者により組織された団体
　：川上から川下まで一体となった団体であり事業主体として妥当
事業評価調書
	□ 新規要求事業　

	· 継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	「ぎふ性能表示材」を活用し、高品質な県産材住宅の建設に取り組む建築士、工務店等を増やすとともに、その連携を強化する。また、ぎふ性能表示材を活用した安全・安心な県産材住宅のＰＲを強化し、消費者の理解をより一層醸成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ぎふ性能表示材製品出荷量
	１千㎥
（H22）
	7.7千
(H23)
	9.9千㎥
（H24）
	50千㎥
（H28）
	19.8％

	県内新設戸建軸組住宅に占める県産材住宅の割合
	16.1％
（H22）
	14.5％
　（H23）
	15.1％
（H24）
	21％
（H28）
	72.0％


（前年度の取組）
	１４団体に計5,000千円を支援し、ぎふ性能表示材の利用を推進する活動（ぎふ性能表示材の認証、ぎふ性能表示材のＰＲ活動）を行った。



（前年度の成果）
	　ぎふ性能表示材が1000㎥利用されるとともに、ぎふ性能表示材のPRが図られ、また、団体内事業者の連携が強まった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）
○

	県が推進する「ぎふ性能表示材」の利用増、県産材住宅増につながる事業であり、必要性が高い。


	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
―

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
△

	平成25年度新規事業であり、向上の余地はある。
　


（今後の課題）
	　ぎふ性能表示材利用への機運は高まってきたが、情報共有はまだ不十分であるため、川上から川下までの連携強化を継続的に促進する必要がある。



（次年度の方向性）
	工務店の需要に合わせ、欲しい時に欲しい材料が安定した価格で手に入るための、計画的な生産や在庫調整機能等が進む仕組みづくりを進めるため、積極的に各団体の会議等に参加し指導を行う。



